（様式３号）
入札参加表明書

2022年（令和４年）　  月　  日

福山市上下水道事業管理者

　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


　

2022年（令和４年）１月28日付けで公告された「新浜ポンプ場改築事業」に係る総合評価一般競争入札への参加について，入札参加資格審査申請書に示す構成員による____________※1グループにより参加することを，構成員一覧表及び委任状を添えて表明します。

　代表企業の担当者
	担当者名
	

	所属・役職
	

	連絡先住所
	

	電話
	

	FAX
	

	電子メール
	


※１ 単一企業，複数企業による応募を問わず代表企業名とすること。
（様式４号）
入札参加資格審査申請書
2022年（令和４年）　  月　  日

福山市上下水道事業管理者
　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2022年（令和４年）１月28日付けで公告された「新浜ポンプ場改築事業」の入札公告に基づき入札参加資格審査の関係書類を添付して申請します。
なお，入札公告に規定する入札参加資格を満たしていること並びに添付書類の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。
添付書類確認書
□ 入札参加表明書（様式３号）

□ 入札参加資格審査申請書（様式４号）
□ 構成員一覧表（様式５号）
□ 委任状（様式６号）
□ 入札参加資格審査調書（設計業務）（様式7-1号）
□ 設計業務を行う企業の建築士法に基づく一級建築士事務所の登録を証明する証書の写し
□ テクリスの登録データ等，応募者の入札参加資格要件としている履行実績が確認できる資料の写し
□ 入札参加資格審査調書（設計業務：委託）（様式7-2号）
□ 設計業務を行う企業の建築士法に基づく一級建築士事務所の登録を証明する証書の写し
□ 法定による免許及び資格等を証明する書類の写し
□ 配置予定技術者が設計業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写し
□ 入札参加資格審査調書（施工業務）（様式7-3号）
□ 施工業務を行う企業の特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類の写し
□ 施工業務を行う企業の最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し
□ CORINSの登録データ等，応募者の入札参加資格要件としている施工実績が確認できる資料の写し
□ 入札参加資格審査調書（維持管理・運営業務）（様式7-4号）
□ 維持管理・運営業務を行う企業の下水道処理施設維持管理業者登録を確認できる資料の写し
□ 応募者の入札参加資格要件としている履行実績が確認できる資料の写し
□ 設計業務を行う企業の配置予定技術者調書（様式8-1号）
□ 法定による免許及び資格等を証明する書類の写し
□ 配置予定技術者が設計業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写し
□ 施工業務を行う企業の配置予定技術者調書（様式8-2号）
□ 監理技術者資格者証（表面及び裏面）の写し
□ 配置予定技術者が施工業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写し
□ 返信用封筒（入札参加資格審査の結果通知用として，長形３号封筒に代表企業の宛先を明記し，簡易書留料金（404円）の郵便切手を貼付したもの。）
注記）

１．上記の□印部分には，提出書類及び添付書類を確認した上で，チェック（☑）すること。
（様式５号）
構成員一覧表
	番号
	１．代表企業（施工業務を行う企業）
	備考

	１
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	


	番号
	２．設計業務を行う企業
	備考

	１
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	


	番号
	３．施工業務を行う企業
	備考

	１
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	

	２
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	

	３
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	

	４
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	


	番号
	４．維持管理・運営業務を行う企業
	備考

	１
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	

	２
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	

	３
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	

	４
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者職・名前
	
	印
	


注記）
１．構成員の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加すること。また，施工業務及び維持管理・運営業務については，企業数に応じて，不要となる記載欄を削除すること。
２．設計業務及び施工業務において，共同企業体とする場合は，該当する企業の備考欄に「ＪＶ（施工）」と記載すること。
３．維持管理・運営業務において，共同企業体とする場合は，該当する企業の備考欄に「ＪＶ（維持管理）」と記載すること。また，当該業務の共同企業体の代表者は，該当する企業の備考欄に「ＪＶ維持管理（代表）」と記載すること。
４．維持管理・運営業務について，特別目的会社（以下「SPC」という。）を設置する場合で，SPCに出資する企業は，該当する企業の備考欄に「構成企業」と記載すること。また，SPCの代表企業は，備考欄に「構成企業（代表）」，SPCに出資しない企業は，該当する企業の備考欄に「協力企業」と記載すること。
５．各業務を行う企業に記載する企業は，構成員のみとし，設計業務，施工業務及び維持管理・運営業務に関する下請企業の記載は行わないこと。

６．施工業務を行う企業が設計業務を行う場合は，該当する企業の備考欄に「【設計】」と記載すること。なお，施工業務を行う企業が設計業務の一部を委託する場合には，「２．設計業務を行う企業」の欄に受託する企業の必要事項を記載押印し，「２．設計業務を行う企業」という記載を「２．設計業務を行う企業（委託）」に修正すること。
（様式６号）
2022年（令和４年）　  月　  日

委　任　状
［代表企業への委任状］
福山市上下水道事業管理者

　　小林　巧平　様　
	（構成員）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	（構成員）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	（構成員）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	（構成員）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


私達は，下記の受任者を構成員の代表企業とし，入札参加表明書の提出日から基本協定の締結の日までの期間において，新浜ポンプ場改築事業に関する以下の権限を代表企業に委任します。
	受任者

	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・名前
	

	
	
	印

	委任事項
	１．下記事業に関する入札参加表明について
２．下記事業に関する入札参加資格審査申請について
３．下記事業に関する入札の辞退について
４．下記事業に関する入札及び技術提案について
５．下記事業に関する基本協定の締結について

	事業名
	新浜ポンプ場改築事業


注記）
１．構成員の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加すること。
（様式7-1号）
入札参加資格審査調書（設計業務）
１　事業名
　：新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　構成員名（設計業務）
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１／●）
	項　目
	内　　容

	入札参加資格
	

	履　　
　　
　行　　
　
　実　
　
　績
	業務委託名
	

	
	発注機関名
	

	
	業務場所
	

	
	履行期間
	

	
	ポンプ場種類
	雨水ポンプ場／合流式ポンプ場／汚水ポンプ場

	
	契約金額（税込）
	

	
	テクリス
登録番号
	

	
	業務概要
（300字以内）
	


注記）
１．入札参加資格は，入札説明書において応募者の入札参加資格要件としている2021年度（令和３年度）・2022年度（令和４年度）福山市測量，建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿において登録を受けている業種を記載すること。
２．建築士法に基づく一級建築士事務所の登録を証明する証書の写しを添付すること。
３．テクリスに登録されている設計においては，登録データ（業務完了時カルテ）を提出すること。なお，登録データでは応募者の入札参加資格要件の実績を有することが判明できない場合，又はテクリスに登録されていない設計については，図面や発注者の証明等，応募者の入札参加資格要件が確認できる資料（仕様書及び契約書等の写し等）を添付すること。
（様式7-2号）
入札参加資格審査調書（設計業務：委託）
１　事業名
　：新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　委託企業名（設計業務）
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１／●）
	項　目
	内　　容

	一級建築士
事務所登録
	商号又は名称
所在地
代表者名
事務所登録番号
	
	印

	一級建築士
	配置予定技術者の名前
	
	

	
	法定による免許・資格等
	
	


注記）
１．本様式は，施工業務を行う企業が設計業務を行う場合で，かつ入札参加資格要件を満たすために，別途設計企業に委託を行うことで対応する場合に使用し，入札説明書 ３－４－２項（２）２）①イに示す前項の１）の③（一級建築士事務所登録）及び④（一級建築士の配置）について記載するものである。
２．建築士法に基づく一級建築士事務所の登録を証明する証書の写しを添付すること。
３．法定による免許及び資格等を証明する書類の写しを添付すること。
４．配置予定技術者が設計業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写しを添付すること。

（様式7-3号）
入札参加資格審査調書（施工業務）
１　事業名
　：新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　構成員名（施工業務）　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１／●）
	項　目
	内　　容

	入札参加資格
	

	施　　
　　
　工　　
　
　実　
　
　績
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工事場所
	

	
	工期
	

	
	施設の種類
	雨水ポンプ場／合流式ポンプ場／汚水ポンプ場／終末処理場


	
	契約金額（税込）
	

	
	受注形態
	単独企業／ＪＶ（代表企業）

	
	CORINS
登録番号
	

	
	工事概要

（300字以内）
	


注記）
１．入札参加資格は，入札説明書において応募者の入札参加資格要件としている2021年度（令和３年度）・2022年度（令和４年度）福山市建設工事入札参加資格者名簿において登録を受けている業種を記載すること。
２．特定建設業許可又は一般建設業許可を証明する書類の写しを添付すること。
３．最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写しを添付すること。

４．CORINSに登録されている工事においては，登録データ（竣工時工事カルテ）を提出すること。なお，登録データでは応募者の入札参加資格要件の実績を有することが判明できない場合，又はCORINSに登録されていない工事については，図面や発注者の証明等，応募者の入札参加資格要件が確認できる資料（仕様書及び契約書等の写し等）を添付すること。
５．各企業が有する実績が複数の場合は，上表を複写して使用すること。
（様式7-4号）
入札参加資格審査調書（維持管理・運営業務）
１　事業名
　：新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　構成員名（維持管理・運営業務）　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１／●）

	項　目
	内　　容

	入札参加資格
	

	履　　
　　
　行　　
　
　実　
　
　績
	業務委託名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
	

	
	履行期間
	

	
	対象施設
	雨水ポンプ場／合流式ポンプ場／汚水ポンプ場／終末処理場

	
	契約金額（税込）
	

	
	受注形態
	単独企業／ＪＶ（代表企業）

	
	業務概要

（300字以内）
	


注記）
１．入札参加資格は，入札説明書において応募者の入札参加資格要件としている2021年度（令和３年度）・2022年度（令和４年度）福山市測量，建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿において登録を受けている業種又は2021年度（令和３年度）・2022年度（令和４年度）福山市建設工事入札参加資格者名簿において登録を受けている業種を記載すること。
２．下水道処理施設維持管理業者登録を確認できる資料の写しを添付すること。
３．維持管理又は運営業務において，応募者の入札参加資格要件の実績を有することを証明できる仕様書及び契約書等の写し等を提出すること。
４．各企業が有する実績が複数の場合は，上表を複写して使用すること。
（様式8-1号）
設計業務を行う企業の配置予定技術者調書
１　事業名
　：新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　構成員名（設計）　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１／●）

	項　目
	内　　容

	管理技術者

	配置予定技術者の名前
	

	法定による免許・資格等
	

	照査技術者

	配置予定技術者の名前
	

	法定による免許・資格等
	

	建築担当技術者

	配置予定技術者の名前
	

	法定による免許・資格等
	


注記）
１．法定による免許及び資格等を証明する書類の写しを添付すること。
２．施工業務を行う企業が設計業務を行う場合においても，本様式を用いて記載すること。なお，監理技術者と管理技術者は兼務できるが，照査技術者との兼務はできないため，留意すること。
３．配置予定技術者が設計業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写しを添付すること。
（様式8-2号）
施工業務を行う企業の配置予定技術者調書
１　事業名
　：新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　構成員名（施工）　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１／●）

	項　目
	内　　容

	配置予定技術者の名前
	

	業務担当
	監理技術者（土木）／監理技術者（建築）／監理技術者（機械）／監理技術者（電気）

	監理技術者資格者証
交付番号
	


注記）
１．本様式は，土木，建築，機械，電気の各工事に配置する監理技術者ごとに作成すること。
２．資格等を証明する書類（監理技術者資格者証の表面と裏面）の写しを添付すること。
３．配置予定技術者が施工業務を行う企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明できる健康保険被保険者証（被保険者の記号・番号及び保険者番号をマスキングすること。）等の写しを添付すること。
（様式9-1号）

設計・施工業務特定建設工事共同企業体協定書（甲）

（目的）

第１条　当共同企業体は，次の事業を共同連帯して行うことを目的とする。

　一　新浜ポンプ場改築事業にかかる設計・施工業務（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下，単に「建設工事」という。）の請負

　二　前号に附帯する事業

（名称）

第２条　当共同企業体は，●●設計・施工業務特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は，事務所を●市●町●番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は，　　　　 年 　　月　 　日に成立し，発注者の承認があるまでは存続するものとする。
２　建設工事を請け負うことができなかったときは，当企業体は，前項の規定にかかわらず，当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は，次のとおりとする。

　　　　　　　●県●市●番地　　　●●●（商号）
　　　　　　　●県●市●番地　　　●●●（商号）
（代表者の名称）

第６条　当企業体は，●●●を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は，建設工事の設計・施工に関し，当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で，発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求，受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）

第８条　各構成員の出資の割合は，次のとおりとする。ただし，当該建設工事について発注者と契約内容の変更増減があっても，構成員の出資の割合は変わらないものとする。

　　　　　　　　●●●　　●％

　　　　　　　　●●●　　●％

２　金銭以外のものによる出資については，時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は，構成員全員をもって運営委員会を設け，組織及び編成並びに建設工事の設計・施工の基本に関する事項，資金管理方法，下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し，建設工事の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）

第10条　各構成員は，建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し，連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第11条　当企業体の取引金融機関は，〇〇銀行とし，共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第12条　当企業体は，建設工事完成の都度当該建設工事について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）

第13条　決算の結果利益を生じた場合には，第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第14条　決算の結果欠損金を生じた場合には，第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（建設工事途中における構成員の脱退に対する措置）

第16条　構成員は，発注者及び構成員全員の承認がなければ，当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち建設工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては，残存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは，残存構成員の出資の割合は，脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を，残存構成員が有している出資の割合により分割し，これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。

４　脱退した構成員の出資金の返還は，決算の際行うものとする。ただし，決算の結果欠損金を生じた場合には，脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除して金額を返還するものとする。

５　決算の結果利益を生じた場合において，脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（構成員の除名）

第16条の２　当企業体は，構成員のうちいずれかが，建設工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては，他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。

２　前項の場合において，除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては，前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（建設工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第17条　構成員のうちいずれかが建設工事途中において破産又は解散した場合においては，第16条第２項から第５項までを準用するものとする。

（代表者の変更）

第17条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては，従前の代表者に代えて，他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（解散後の契約不適合責任）

第18条　当企業体が解散した後においても，当該建設工事につき契約の内容に適合しないものがあったときは，各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第19条　この協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。

●●●外●社は，上記のとおり設計・施工業務特定建設工事共同企業体協定を締結したので，その証拠としてこの協定書●通を作成し各通に構成員が記名捺印し，１通は福山市に提出し，他は各自所持するものとする。

　　　年　　　月　　　日

　　設計・施工業務特定建設工事共同企業体

	（代　表　者）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


（様式9-2号）

設計・施工業務特定建設工事共同企業体協定書（乙）
（目的）

第１条　当共同企業体は，次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
　一　新浜ポンプ場改築事業にかかる設計・施工業務（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下，単に「建設工事」という。）の請負

　二　前号に附帯する事業
第２条　当共同企業体は，●●設計・施工業務特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は，事務所を●市●町●番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は，　　　　 年 　　月　 　日に成立し，発注者の承認があるまでは存続するものとする。
２　建設工事を請け負うことができなかったときは，当企業体は，前項の規定にかかわらず，当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は，次のとおりとする。

　　          ●県●市●番地　　　●●●（商号）
　　　　　　　●県●市●番地　　　●●●（商号）
（代表者の名称）

第６条　当企業体は，●●●を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は，建設工事の設計・施工に関し，当企業体を代表して，発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求，受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担工事額）

第８条　各構成員の建設工事の分担は，次のとおりとする。ただし，分担工事の一部につき発注者と契約内容の変更増減等のあったときは，それに応じて分担の変更があるものとする。

　　　　●●工事　　　　●●●（商号）

　　　　●●工事　　　　●●●（商号）
２　前項に規定する分担工事の価格（運営委員会で定める。）については，別に定めるところによるものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は，構成員全員をもって運営委員会を設け，建設工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）

第10条　各構成員は，運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担工事の進捗を図り，請負契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第11条　当企業体の取引金融機関は，○○銀行とし，代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（構成員の必要経費の分配）

第12条　構成員はその分担工事の設計・施工のため，運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）

第13条　本建設工事の設計・施工中発生した共通の経費等については，分担工事額の割合により毎月１回運営委員会において，各構成員の分担額を決定するものとする。
（構成員の相互間の責任の分担）

第14条　構成員がその分担工事に関し，発注者及び第三者に与えた損害は，当該構成員がこれを負担するものとする。

２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては，その責任につき関係構成員が協議するものとする。

３　前２項に規定する責任について協議がととのわないときは，運営委員会の決定に従うものとする。

４　前３項の規定は，いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。

（権利義務の譲渡の制限）

第15条　本協定書に基づく権利義務は，他人に譲渡することはできない。
（建設工事途中における構成員の脱退）

第16条　構成員は，当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。
（建設工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第17条　構成員のうちいずれかが建設工事途中において破産又は，解散した場合においては，残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担工事を完成するものとする。

２　前項の場合においては，第14条第２項及び第３項の規定を準用する。
（解散後の契約不適合責任）

第18条　当企業体が解散した後においても，当該建設工事につき契約の内容に適合しないものがあったときは，各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第19条　本協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。
●●●外●社は，上記のとおり設計・施工業務特定建設工事共同企業体協定を締結したので，その証拠としてこの協定書●通を作成し各通に構成員が記名捺印し，１通は福山市に提出し，他は各自所持するものとする。

　　　年　　　月　　　日

　　設計・施工業務特定建設工事共同企業体

	（代　表　者）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


設計・施工業務特定建設工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書

　新浜ポンプ場改築事業にかかる設計・施工業務については，設計・施工業務特定建設工事共同企業体協定書第８条の規定により，当企業体構成員が分担する建設工事の工事額を次のとおり定める。

記

分担工事額（消費税及び地方消費税分を含む）

　　　　●●工事　　　　●●●（商号）　　●●円

　　　　●●工事　　　　●●●（商号）　　●●円
　●●外●社は，上記のとおり分担工事額を定めたのでその証拠としてこの協定書●通を作成し，各通に構成員が記名捺印して各自所持するものとする。

　　　年　　　月　　　日

　　設計・施工業務特定建設工事共同企業体

	（代　表　者）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


（様式9-3号）
維持管理・運営業務共同企業体協定書（甲）

（目的）

第１条　当共同企業体は，次の業務を共同連帯して行うことを目的とする。

　一　新浜ポンプ場改築事業にかかる維持管理・運営業務（当該委託業務内容の変更に伴う業務を含む。以下，単に「維持管理・運営業務」という。）

　二　前号に附帯する業務
（名称）

第２条　当共同企業体は，●●維持管理・運営業務共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は，事務所を●市●町●番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は，　　　　 年 　　月　 　日に成立し，発注者の承認があるまでは存続するものとする。

２　維持管理・運営業務を受託できなかったときは，当企業体は，前項の規定にかかわらず，当該維持管理・運営業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は，次のとおりとする。

　　　　　　　●県●市●番地　　　●●●（商号）

　　　　　　　●県●市●番地　　　●●●（商号）

（代表者の名称）

第６条　当企業体は，●●●を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は，維持管理・運営業務の委託業務に関し，当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で，発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに業務委託料（前払金及び部分払金を含む。）の請求，受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）

第８条　各構成員の出資の割合は，次のとおりとする。ただし，当該維持管理・運営業務について発注者と契約内容の変更増減があっても，構成員の出資の割合は変わらないものとする。

　　　　　　　　●●●　　●％

　　　　　　　　●●●　　●％

２　金銭以外のものによる出資については，時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は，構成員全員をもって運営委員会を設け，組織及び編成並びに委託業務の基本に関する事項，資金管理方法，下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し，維持管理・運営業務の履行に当たるものとする。

（構成員の責任）

第10条　各構成員は，維持管理・運営業務の委託契約の履行及び下請契約その他の維持管理・運営業務の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し，連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第11条　当企業体の取引金融機関は，〇〇銀行とし，共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第12条　当企業体は，委託業務完了のとき，当該委託業務について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）

第13条　決算の結果利益を生じた場合には，第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第14条　決算の結果欠損金を生じた場合には，第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（委託業務途中における構成員の脱退に対する措置）

第16条　構成員は，発注者及び構成員全員の承認がなければ，当企業体が維持管理・運営業務を完了する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち委託業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては，残存構成員が共同連帯して維持管理・運営業務を完了する。

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは，残存構成員の出資の割合は，脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を，残存構成員が有している出資の割合により分割し，これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。

４　脱退した構成員の出資金の返還は，決算の際行うものとする。ただし，決算の結果欠損金を生じた場合には，脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除して金額を返還するものとする。

５　決算の結果利益を生じた場合において，脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（構成員の除名）

第16条の２　当企業体は，構成員のうちいずれかが，委託業務途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては，他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。

２　前項の場合において，除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては，前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（委託業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第17条　構成員のうちいずれかが委託業務途中において破産又は解散した場合においては，第16条第２項から第５項までを準用するものとする。

（代表者の変更）

第17条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては，従前の代表者に代えて，他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（解散後の契約不適合責任）

第18条　当企業体が解散した後においても，当該委託業務につき契約の内容に適合しないものがあったときは，各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第19条　この協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。

●●●外●社は，上記のとおり維持管理・運営業務共同企業体協定を締結したので，その証拠としてこの協定書●通を作成し各通に構成員が記名捺印し，１通は福山市に提出し，他は各自所持するものとする。

　　　年　　　月　　　日

　　維持管理・運営業務共同企業体

	（代　表　者）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


（様式9-4号）
維持管理・運営業務共同企業体協定書（乙）

（目的）

第１条　当共同企業体は，次の業務を共同連帯して営むことを目的とする。

　一　新浜ポンプ場改築事業にかかる維持管理・運営業務（当該委託業務内容の変更に伴う委託業務を含む。以下，単に「維持管理・運営業務」という。）

　二　前号に附帯する業務
第２条　当共同企業体は，●●維持管理・運営業務共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は，事務所を●市●町●番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は，　　　　 年 　　月　 　日に成立し，発注者の承認があるまでは存続するものとする。

２　維持管理・運営業務を受託できなかったときは，当企業体は，前項の規定にかかわらず，当該維持管理・運営業務に係る業務委託が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は，次のとおりとする。

　　          ●県●市●番地　　　●●●（商号）

　　　　　　　●県●市●番地　　　●●●（商号）

（代表者の名称）

第６条　当企業体は，●●●を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は，維持管理・運営業務の委託業務に関し，当企業体を代表して，発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって業務委託料（前払金及び部分払金を含む。）の請求，受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担業務額）

第８条　各構成員の業務の分担は，次のとおりとする。ただし，分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減等のあったときは，それに応じて分担の変更があるものとする。

　　　　●●業務　　　　　　●●●（商号）

　　　　●●業務　　　　　　●●●（商号）

２　前項に規定する分担業務の価格（運営委員会で定める。）については，別に定めるところによるものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は，構成員全員をもって運営委員会を設け，維持管理・運営業務の履行に当たるものとする。

（構成員の責任）

第10条　各構成員は，運営委員会が決定した実施計画によりそれぞれの分担業務の進捗を図り，請負契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第11条　当企業体の取引金融機関は，○○銀行とし，代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（構成員の必要経費の分配）

第12条　構成員はその分担業務委託の履行のため，運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）

第13条　本委託業務中発生した共通の経費等については，分担業務額の割合により毎月１回運営委員会において，各構成員の分担額を決定するものとする。

（構成員の相互間の責任の分担）

第14条　構成員がその分担業務に関し，発注者及び第三者に与えた損害は，当該構成員がこれを負担するものとする。

２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては，その責任につき関係構成員が協議するものとする。

３　前２項に規定する責任について協議がととのわないときは，運営委員会の決定に従うものとする。

４　前３項の規定は，いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。

（権利義務の譲渡の制限）

第15条　本協定書に基づく権利義務は，他人に譲渡することはできない。

（委託業務途中における構成員の脱退）

第16条　構成員は，当企業体が維持管理・運営業務を完了する日までは脱退することができない。

（委託業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第17条　構成員のうちいずれかが委託業務途中において破産又は，解散した場合においては，残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものとする。

２　前項の場合においては，第14条第２項及び第３項の規定を準用する。

（解散後の契約不適合責任）

第18条　当企業体が解散した後においても，当該委託業務につき契約の内容に適合しないものがあったときは，各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第19条　本協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。

●●●外●社は，上記のとおり維持管理・運営業務共同企業体協定を締結したので，その証拠としてこの協定書●通を作成し各通に構成員が記名捺印し，１通は福山市に提出し，他は各自所持するものとする。

　　　年　　　月　　　日

　　維持管理・運営業務共同企業体

	（代　表　者）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


維持管理・運営業務共同企業体協定書第８条に基づく協定書

　新浜ポンプ場改築事業にかかる維持管理・運営業務については，維持管理・運営業務共同企業体協定書第８条の規定により，当企業体構成員が分担する業務額を次のとおり定める。

記

分担業務額（消費税及び地方消費税分を含む）

　　　　●●業務　　　　　　●●●（商号）　　●●円

　　　　●●業務　　　　　　●●●（商号）　　●●円

　●●●外●社は，上記のとおり分担業務額を定めたのでその証拠としてこの協定書●通を作成し，各通に構成員が記名捺印して各自所持するものとする。

　　　年　　　月　　　日

　　維持管理・運営業務共同企業体

	（代　表　者）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印



（様式10-1号）
新浜ポンプ場改築事業
技 術 提 案 書
（ 正  本 ）
	応募者番号
	


（様式10-2号）

技術提案内容に関する確約書
2022年（令和４年）　  月　  日
福山市上下水道事業管理者

　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


記

　　　　　　　グループ※1は，2022年（令和４年）１月28日付けで公告された新浜ポンプ場改築事業に関し，提出する技術提案書の記載事項が要求水準書などの公告資料の一切の内容を満足していることを確約します。
※１ 単一企業，複数企業による応募を問わず代表企業名とする。

（様式11-1号）
新浜ポンプ場改築事業
技 術 提 案 書
（ 副  本 ）
	応募者番号
	


No.１　施工計画_工事工程

	提案内容

	設計・施工，引渡しから引継期間，維持管理・運営業務の開始までの事業期間の工期について，工程表を作成すること。
　また，工程表に併せて，以下に示す内容について，提案内容を記述すること。

1 要求水準書に示す事業期間（設計・施工期間）を短縮できる方策について，記述すること。また，工期短縮に係る根拠資料は，提案書とは別に参考資料として提出すること。

2 工程表に記載すべき項目は，以下に挙げるとおりとする。

（1） 設計時に行う調査

（2） 実施設計

（3） 施工時に行う調査

（4） 関連機関協議

（5） 必要な許認可申請（建築確認申請含む）

（6） 準備工
（7） 撤去工事（土木，建築（建築機械及び建築電気含む），機械，電気）
（8） 各工種工事（土木※1，建築，建築機械，建築電気，機械，電気）

（9） 試運転

（10） 各種検査等

（11） 引継ぎ

（12） 維持管理・運営業務開始時期
※工程表：A3版１枚又は２枚（様式任意）

　提案書：A4版４枚以内

　参考資料：枚数制限なし，様式任意

※1_土木工種には，本ポンプ場内の場内整備工事を含む。



No.２　施工計画_施工計画
	提案内容

	施工計画について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
3 既設本ポンプ場の排水機能を確保しながら施工する手順について，図示等により具体的に記述すること。
4 流入渠及び放流渠の接続替えに係る施工上の課題とその対策について，図示等により具体的に記述すること。
5 上記のア及びイの回答を行うに当たって，以下の（ア）から（オ）で示す内容を網羅した内容とすること。

（1） 仮設工事（土木，プラント機械及びプラント電気）について，記述すること。
（2） 既設構造物の撤去方法について，施工法等を明確にし，具体的に記述すること。
（3） 施工期間中の維持管理の方法について，記述すること。
（4） 施工計画に係る根拠資料は，提案書とは別に参考資料として提出すること。
（5） No.1の工事工程と整合が図れた施工計画とすること。
※提案書：A4版６枚以内

　参考資料：枚数制限なし，様式任意




No.３　施工計画_事前調査，湧水対策及び盤膨れ対策
	提案内容

	本ポンプ場の施工にあたり，湧水対策及び盤膨れ対策について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
なお，当該地盤の透水係数については，別途配布する参考資料（地質調査報告書）に示す物理試験の粒度試験結果から推定し，以下の記述を定量的に行うこと。

6 要求水準書の３－２－１項で示す「事前調査における留意事項」を踏まえ，想定する事象とその事象を明確にするために必要な調査方法・内容を記述すること。
7 湧水及び盤膨れの現象は，表裏一体の複合的な事象である。これを踏まえ，安全で実現性の高い湧水対策及び盤膨れ対策を記述すること。
※提案書：A4版４枚以内




No.４　施工計画_周辺環境の影響把握とその対策
	提案内容

	本ポンプ場の施工にあたり，No.２（施工計画）及びNo.３（事前調査，湧水対策及び盤膨れ対策）を踏まえ，周辺環境及び周辺影響対策について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
8 施工に対する周辺環境への影響に対し，机上での影響解析方法と内容を記述すること。
9 実施工と机上解析結果の乖離に対する是正策について，記述すること（現場計測と逐次解析，施工管理値等）。
10 上記の提案を踏まえ，計測施工方法と内容について，記述すること。
※提案書：A4版６枚以内




No.５　性能・機能_施設配置
	提案内容

	本ポンプ場の施設配置及び各室の配置について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
11 本ポンプ場と隣接する松浜ポンプ場の敷地分割を考慮した施設配置計画について，記述すること。
12 維持管理者や各種車両動線について，記述すること。
13 監視体制やメンテナンススペースなどを考慮した上で，各室の構成及び配置について，記述すること。
14 要求水準書で示す浸水深さを考慮した上で，浸水防除に係る区画，防水及び耐水の方法・内容について，記述すること。
※提案書：A3版３枚以内（アからウに対する提案：様式任意）
　提案書：A4版２枚以内（エに対する提案）



No.６　性能・機能_機能性
	提案内容

	本ポンプ場の機能性について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
15 本ポンプ場のしさ及び沈砂の除去及び搬出方法・内容並びに臭気対策について，記述すること。
16 本ポンプ場の沈砂池の構成，設計諸元，運転方法等について，記述すること。なお，沈砂池の施設計画に当たっては，合流式の雨水であることを考慮した設計諸元の設定（水面積負荷等），考え方についても記述すること。
17 ポンプ設備構成及び機種，運転方法・内容について，記述すること。なお，記述にあたり，年間を通して高頻度な降雨や急激な雨水流入に対する考え方も併せて記述すること。
18 電気設備のうち，受変電設備，自家発電設備，計装設備，ITV設備，監視制御設備について，項目ごとに提案内容を記述すること。
※提案書：A4版６枚以内



No.７　性能・機能_信頼性
	提案内容

	本ポンプ場ほか２施設の信頼性について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
19 本ポンプ場の土木・建築施設及びプラント機械・電気設備の耐久性（コンクリート仕様設定，各種腐食対策，各種材料選定）を高めるための提案について，記述すること。
20 本ポンプ場ほか２施設に対して，計画雨水量を超える雨水流入について，提案内容を記述すること。
※提案書：A4版４枚以内



No.８　性能・機能_合流式下水道の水質改善
	提案内容

	本ポンプ場ほか２施設の合流式下水道の水質改善について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
21 本ポンプ場の分配堰及び中央雨水滞水池のシステム，構造形態を踏まえ，更なる合流式下水道の水質改善について，記述すること（分配堰等の改造を含む。）。
22 新設本ポンプ場に対し，合流式下水道の水質改善の対策とその効果について，記述すること。
※提案書：A4版４枚以内



No.９　維持管理・運営_安定的な組織体制
	提案内容

	本ポンプ場ほか２施設及びその他の既設ポンプ場，第２フェーズ以降に取込み予定の雨水排水施設の維持管理・運営業務に対して，安定的な組織体制の構築について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
23 本事業では，本ポンプ場ほか２施設及びその他の既設ポンプ場に加え，段階的に39施設の雨水排水施設を取込み，拡張する予定である。この計画を踏まえ，安定的な組織体制を構築するための方策とその効果について，記述すること。
24 その他の既設ポンプ場に対して，運転開始時から維持管理・運営業務を安定させるための組織体制にするための方策とその効果について，記述すること。
25 数多くの雨水排水施設を管理するに当たって，地震時や洪水発生時等に対する災害復旧に係る組織体制を構築するための方策とその効果について，記述すること。
※提案書：A4版４枚以内



No.10　維持管理・運営_効率的な維持管理・運営計画
	提案内容

	本ポンプ場ほか２施設及びその他の既設ポンプ場の効率的な維持管理・運営計画について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
26 本市は，本ポンプ場ほか２施設の維持管理・運営に対して，ICT等を導入することにより，昼間常駐，夜間及び休日の無人化（降雨時を含まない。）を図り，大幅な省人化及び低廉な維持管理の実現を目指している。この前提を踏まえ，効率的な維持管理・運営を実現するために必要な設備計画，組織体制及び人員配置計画（平日，夜間，休日，降雨時，緊急時の各体制）について，記述すること。なお，提案に当たっては，本市の想定に囚われることなく，安全で確実な排水が行える範囲において，更なる省人化や効率化に対し，積極的な提案を行うこと。
27 本市は，その他の既設ポンプ場の維持管理・運営に対して，第２フェーズまでに別途ICT等を導入することにより，省人化及び低廉な維持管理を目指している。この前提を踏まえ，効率的な維持管理・運営を実現するために必要な設備投資，組織体制及び人員配置（平日，夜間，休日，降雨時，緊急時の各体制）について，記述すること。
※提案書：A4版６枚以内



No.11　維持管理・運営_段階的拡張計画
	提案内容

	本事業では，本ポンプ場ほか２施設及びその他の既設ポンプ場に加え，段階的に39施設の雨水排水施設を取込み，拡張する予定である。この計画を踏まえ，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
28 本市は，第１フェーズから第４フェーズの20年間において，5年間ごとに当該維持管理・運営事業者との協議を踏まえ，ICT等の設備投資を行うことで，効率的な維持管理を実現し，省人化及び低廉な維持管理を目指している。この前提を踏まえ，ICT設備投資，維持管理体制，削減できるコスト（見込額：第１フェーズのみ），期待できる維持管理性の向上等を，各フェーズで整理し，各項目について具体的に記述すること。
※提案書：A4版６枚以内



No.12　地域貢献_施工に関する地域貢献
	提案内容

	　施工に関する地域貢献として，市内企業※1の事業参画及び市内企業からの材料調達について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
　なお，市内企業は構成企業及び協力企業，構成員，下請企業等を問わない。
（2） 本事業の施工業務に対する事業参画

企業形態

工事区分

工種

内容

企業名

発注予定額
（税抜）

構成員
土木工事

土木

土木工事一式

●●建設

●●●円

計

●●●円

（市内企業への発注累計額）÷（施工業務に関する見積額）×100＝市内企業発注割合（％）
（3） 本事業の施工業務に対する材料調達

企業形態

工事区分

材料種類

数量

企業名

発注予定額
（税抜）

下請企業等

土木工事

鉄筋

●ｔ
●●●

●●●円

計

●●●円

（市内企業への発注累計額）÷（施工業務に関する見積額）×100＝市内企業発注割合（％）
企業及び材料調達に係る発注割合：（１）+（２）＝●％※2
※1_市内企業とは，企業の本店，支店等を問わず，福山市内の企業に直接発注する場合を示す。

※2_（１）と（２）の金額が重複する場合，又は各項目で金額が重複する場合は，どちらか大きい金額を採用値とする。




No.13　地域貢献_維持管理・運営に関する地域貢献
	提案内容

	　維持管理・運営に関する地域貢献として，市内企業※1の事業参画及び市内企業からの材料調達について，以下に示す内容に対し，提案内容を記述すること。
　なお，市内企業は構成企業及び協力企業，構成員，下請企業等を問わない。
（4） 本事業の維持管理・運営業務※2に対する事業参画

企業形態

維持管理形態

内容

企業名

発注予定額
（税抜）

構成員
運転管理業務

運転管理

●●●

●●●円

計

●●●円

（市内企業への発注累計額）÷（維持管理・運営業務に関する見積額）×100＝市内企業発注割合（％）
（5） 本事業の維持管理・運営業務に対する材料調達

企業形態

維持管理形態

材料種類

数量

企業名

発注予定額
（税抜）

下請企業等

調達業務

A重油

●L/年　

●●●

●●●円/年

計

●●●円/年

（市内企業への発注累計額）÷（維持管理・運営業務に関する見積額）×100＝市内企業発注割合（％）
企業及び材料調達に係る発注割合：（１）+（２）＝●％※3
※1_市内企業とは，企業の本店，支店等を問わず，福山市内の企業に直接発注する場合を示す。
※2_SPCを設ける場合，SPCに係る経費を含まない。
※3_（１）と（２）の金額が重複する場合，又は各項目で金額が重複する場合は，どちらか大きい金額を採用値とする。




No.14　その他_先進的技術の活用
	提案内容

	　設計業務，施工業務，維持管理・運営業務の各業務において， DX，AI及びICT等，先進的技術の有効な活用について，提案内容を記述すること。

※提案書：A4版２枚以内



No.15　その他_本事業のセルフモニタリング
	提案内容

	本事業の設計業務，施工業務，維持管理・運営業務の各段階における業務ごとに，セルフモニタリングの方法及び内容について，記述すること。
※提案書：A4版3枚以内




（様式14-1号）

見　　積　　書
2022年（令和４年）　  月　  日

福山市上下水道事業管理者

　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


2022年（令和４年）１月28日付けで公告された新浜ポンプ場改築事業について，入札公告，入札説明書，要求水準書，落札者決定基準，契約書（案）等の全ての書類（質疑回答を含む。）及び福山市上下水道局契約規程を承諾の上，下記金額により見積書を提出します。

記

１　事業名　　 新浜ポンプ場改築事業


２　事業場所
　　福山市松浜町三丁目外10か町地内

３　見積金額
	総価金額　　　（１）+（２）
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計・施工業務費（１）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	維持管理・運営　業務費（２）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１：当該金額は，消費税及び地方消費税を除くものとすること。
２：見積書に記載する金額は，算用数字で表記し数字の直前に「金」を付記すること。
（様式15号）

入　　札　　書

2022年（令和４年）　  月　  日

福山市上下水道事業管理者

　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


2022年（令和４年）１月28日付けで公告された新浜ポンプ場改築事業について，入札公告，入札説明書，要求水準書，落札者決定基準，契約書（案）等の全ての書類（質疑回答を含む。）及び福山市上下水道局契約規程を承諾の上，下記金額により入札します。

記

１　事業名　　 新浜ポンプ場改築事業


２　事業場所
　　福山市松浜町三丁目外10か町地内

３　入札価格

	総価金額　　　（１）+（２）
	百億
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計・施工業務費（１）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	維持管理・運営　業務費（２）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１：当該金額は，消費税及び地方消費税を除くものとすること。

２：入札書に記載する金額は，算用数字で表記し数字の直前に「金」を付記すること。
（様式17号）

入　札　辞　退　届

2022年（令和４年）　  月　  日

福山市上下水道事業管理者
　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


下記について入札参加資格を認められましたが，都合により入札を辞退します。

記

１　事業名　　 　新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　公告日
　　　2022年（令和４年）１月28日　　　　　　　　　　　　　　
　

（様式18号）

入札執行（開札）立会申請書
2022年（令和４年）　  月　  日

福山市上下水道事業管理者
　　小林　巧平　様　
	（代表企業）
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職・名前
	
	印


2022年（令和４年）１月28日付けで公告された新浜ポンプ場改築事業について，以下の入札執行（開札）立会を希望しますので，申請いたします。
記

１　事業名　　 　　　　新浜ポンプ場改築事業　　　　　　　　　　　　　　　
２　入札執行日（開札）　　2022年（令和４年）８月26日　　　　　　　　　　　 
（〇／４）





（〇／６）





（〇／４）





（〇／６）





（〇／２）





（〇／６）





（〇／４）





（〇／４）





（〇／４）





（〇／６）





（〇／６）





（１／１）





（１／１）





（〇／２）





（〇／３）









